
8

令
和
6
年
度
の
一
般
会
計
当
初
予
算

額
は
89
億
8
8
4
3
万
6
0
0
0
円
で

し
た
が
、
そ
の
後
、
財
政
調
整
基
金
等

へ
の
積
立
額
等
の
補
正
を
行
い
、
最
終

予
算
額
は
93
億
9
2
5
1
万
5
0
0
0

円
と
な
り
ま
し
た
。

歳
入
歳
出
の
決
算
見
込
額
は
、
歳
入

が
91
億
3
9
0
3
万
9
6
9
2
円
（
対

前
年
度
比
7
・
9
％
の
増
）、
歳
出
が

84
億
5
7
9
5
万
8
9
1
4
円
（
対
前

年
度
比
5
・
9
％
の
増
）
と
な
り
ま
し

た
。
そ
れ
ぞ
れ
の
内
訳
は
図
1
の
と
お

り
で
す
。

歳
入
決
算
の
概
要

各
区
か
ら
の
分
担
金
は
、
総
額
51
億

6
2
3
1
万
3
8
3
9
円
（
対
前
年
度

比
15
・
9
％
の
増
）
と
な
り
、
一
区
当

た
り
平
均
の
分
担
金
は
、
約
2
億
2

4
0
0
万
円
で
し
た
。

な
お
、
過
去
5
年
間
の
特
別
区
分
担

金
の
額
と
歳
出
額
の
推
移
は
表
1
の
と

お
り
で
す
。

歳
出
決
算
の
概
要

事
業
別
歳
出
の
主
な
内
容
は
次
の
と

お
り
で
す
。

◎
総
務
管
理

22
億
8
5
3
9
万
7
9
3
3
円

�（
人
事
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
人

件
費
及
び
退
職
手
当
等
を
含
む
。）

総
務
事
務
及
び
監
査
事
務
等
を
行
う

と
と
も
に
、
前
年
度
繰
越
額
を
財
政
調

整
基
金
へ
積
み
立
て
ま
し
た
。

◎
人
事
制
度
企
画

5
9
7
2
万
5
8
0
5
円

人
事
制
度
の
調
査
研
究
、
労
務
交
渉

及
び
職
員
相
談
等
に
関
す
る
事
務
を
行

い
ま
し
た
。

各
交
渉
等
の
実
施
回
数
は
、
団
体
交

渉
16
回
、
小
委
員
会
交
渉
2
回
、
専
門

委
員
会
交
渉
13
回
で
し
た
。
ま
た
、
職

員
相
談
件
数
は
9
3
9
件
で
し
た
。

◎
職
員
研
修

3
億
8
2
7
4
万
4
0
8
6
円

�（
研
修
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
人

件
費
を
含
む
。）

東
京
区
政
会
館
別
館
に
お
い
て
、
専

門
研
修
、
児
童
相
談
所
関
連
研
修
、
職

層
研
修
、
清
掃
研
修
、
ス
テ
ッ
プ
ア
ッ

プ
研
修
、
自
治
体
経
営
研
修
、
サ
ポ
ー

ト
研
修
の
体
系
区
分
に
よ
り
、
共
同
研

修
を
実
施
し
ま
し
た
。

共
同
研
修
の
実
施
回
数
は
2
7
7

回
、
受
講
者
数
は
1
万
9
1
5
8
人
で

し
た
（
調
査
研
究
を
含
む
）。

◎
法
務

2
0
9
8
万
4
4
7
円

特
別
区
に
関
す
る
訴
訟
、
調
停
及
び

起
訴
前
の
和
解
に
関
す
る
事
務
を
行
い

ま
し
た
。
訴
訟
事
件
受
任
件
数
は
1

5‌

0
件
、
終
了
件
数
は
1
3
1
件
、
年

度
末
の
係
属
件
数
は
1
3
5
件
で
し
た
。

◎
公
務
災
害
補
償
等

1
億
94
万
4
5
1
0
円

特
別
区
の
非
常
勤
職
員
に
係
る
公
務

上
ま
た
は
通
勤
途
上
の
災
害
に
対
す
る

補
償
及
び
特
別
区
職
員
の
公
務
上
ま
た

令和6年度　 
特別区人事・厚生事務組合の決算概要

図1　令和6年度特別区人事・厚生事務組合一般会計決算見込額

歳入総額
9,139,039
千円千円 特別区分担金

5,162,314千円
56.5％

総務管理
2,285,398千円

27.0％
路上生活者対策
1,583,014千円

18.7％

厚生関係施設運営
3,295,201千円

39.0％

都支出金
1,170,135千円

12.8％

受託事務収入
1,126,689千円

12.3％

繰越金
477,023千円

5.2％

繰越金
477,023千円

5.2％

その他分担金
203,099千円
2.2％

財産収入
120,071千円
1.3％

寄附金
175,256千円
1.9％

組合債元利償還　368,124千円　4.4％
教育事務
60,002千円
0.7％

その他
512,154千円
5.6％法務・その他　21,069千円　0.2％

人事制度企画
59,726千円
0.7％

人事委員会運営費　301,736千円　3.6％
公務災害補償等　100,945千円　1.2％

職員研修　382,744千円　4.5％

使用料
7,975千円
0.1％

※構成比は四捨五入の関係上、合計が100％にならない場合があります。

歳出総額
8,457,959
千円

繰入金
91,523千円
1.0％

組合債
92,800千円
1.0％
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は
通
勤
途
上
の
災
害
に
対
す
る
見
舞
金

の
支
給
を
行
い
ま
し
た
。

非
常
勤
職
員
公
務
災
害
補
償
費
の
支

給
実
績
は
4
5
1
件
、
特
別
区
職
員
公

務
災
害
見
舞
金
の
支
給
実
績
は
68
件
と

な
り
ま
し
た
。

◎
人
事
委
員
会
運
営
費

3
億
1
7
3
万
6
1
2
3
円

特
別
区
人
事
委
員
会
に
お
い
て
、
23

区
職
員
の
採
用
試
験
・
選
考
、
管
理
職

選
考
、
給
与
勧
告
、
公
平
審
査
等
の
事

務
を
行
い
ま
し
た
。

採
用
試
験
・
採
用
選
考
全
体
の
受
験

者
は
1
万
3
3
1
5
人
、
合
格
者
数
は

5
5
4
6
人
と
な
り
ま
し
た
。

◎
厚
生
関
係
施
設
運
営

32
億
9
5
2
0
万
1
3
2
2
円

�（
厚
生
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
人

件
費
を
含
む
。）

生
活
保
護
法
に
基
づ
く
更
生
施
設

（
8
施
設
）、
宿
所
提
供
施
設
（
9
施

設
）
及
び
社
会
福
祉
法
に
基
づ
く
宿
泊

所
（
3
施
設
）
の
管
理
並
び
に
利
用
者

支
援
及
び
施
設
整
備
を
実
施
し
ま
し
た
。

一
般
施
設
整
備
に
つ
い
て
は
計
19
件

の
改
修
工
事
を
行
い
ま
し
た
。

◎
路
上
生
活
者
対
策

15
億
8
3
0
1
万
4
0
1
6
円

路
上
生
活
者
あ
る
い
は
そ
の
お
そ
れ

の
あ
る
失
業
者
等
を
援
護
す
る
た
め
、

巡
回
相
談
、
自
立
支
援
、
地
域
生
活
継

続
支
援
を
行
う
と
と
も
に
、
長
期
化
、

高
齢
化
し
た
路
上
生
活
者
に
対
す
る
居

住
支
援
を
行
う
支
援
付
地
域
生
活
移
行

事
業
を
昨
年
度
に
引
き
続
き
実
施
し
ま

し
た
。

自
立
支
援
に
お
け
る
自
立
支
援
セ
ン

タ
ー
入
所
者
は
延
べ
5
6
8
人
、
巡
回

相
談
件
数
は
延
べ
6
9
4
5
件
、
地
域

生
活
継
続
支
援
事
業
に
お
け
る
訪
問
相

談
件
数
は
延
べ
8
9
3
件
、
支
援
付
地

域
生
活
移
行
事
業
に
お
け
る
入
居
者
数

は
33
人
で
し
た
。

◎
教
育
事
務

6
0
0
0
万
2
2
1
7
円

�（
教
育
事
務
に
従
事
す
る
職
員
の
人

件
費
を
含
む
。）

特
別
区
人
事
・
厚
生
事
務
組
合
教
育

委
員
会
に
お
い
て
、
幼
稚
園
教
員
採
用

候
補
者
選
考
を
行
い
ま
し
た
。
受
験
者

数
は
2
4
0
人
、
合
格
者
数
は
41
人
、

補
欠
者
は
58
人
と
な
り
ま
し
た
。

そ
の
ほ
か
、
園
長
・
副
園
長
・
主
任

教
諭
昇
任
選
考
及
び
各
職
層
に
応
じ
た

研
修
等
を
行
い
ま
し
た
。

◎
組
合
債
元
利
償
還

3
億
6
8
1
2
万
3
6
9
7
円

組
合
債
の
元
金
及
び
利
子
の
償
還
を

行
い
ま
し
た
。

厚
生
関
係
施
設
再
編
整
備
計
画
に

沿
っ
て
実
施
し
て
い
る
改
築
・
改
修
等

工
事
に
係
る
も
の
で
す
。

な
お
、
令
和
7
年
3
月
31
日
時
点
の

組
合
債
の
残
高
は
28
億
9
4
5
5
万
8

1
2
4
円
で
、
過
去
5
年
間
の
各
年
度

末
現
在
の
残
高
推
移
は
表
2
の
と
お
り

で
す
。

（
特
別
区
人
事
・
厚
生
事
務
組
合
総
務
部
）

表1　特別区分担金及び一般会計歳出額の推移
特別区分担金 一般会計歳出

歳入額（千円） 対前年度比（％） 歳出額（千円） 対前年度比（％）

令和2年度 4,448,216 2.8 7,739,054 △ 0.1

令和3年度 4,450,926 0.1 7,326,729 △ 5.3

令和4年度 4,453,140 0.0 7,179,596 △ 2.0

令和5年度 4,455,981 0.1 7,989,917 11.3

令和6年度 5,162,314 15.9 8,457,959 5.9

※令和6年度は決算見込額

表2　地方債（組合債）の推移

地方債残高（千円）

令和2年度 4,022,667

令和3年度 3,713,190

令和4年度 3,384,818

令和5年度 3,142,191

令和6年度 2,894,558




